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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第90期

第１四半期連結
累計期間

第91期
第１四半期連結
累計期間

第90期

会計期間

自平成25年
　４月１日
至平成25年
　６月30日

自平成26年
　４月１日
至平成26年
　６月30日

自平成25年
　４月１日
至平成26年
　３月31日

売上高 （百万円） 8,337 5,051 35,472

経常損失 （百万円） △495 △139 △1,756

四半期（当期）純損失 （百万円） △391 △98 △3,718

四半期包括利益又は包括利益 （百万円） △287 347 △3,593

純資産額 （百万円） 18,923 13,445 13,545

総資産額 （百万円） 41,861 38,834 41,411

１株当たり四半期（当期）純損

失金額
（円） △4.95 △1.25 △47.04

潜在株式調整後１株当たり四半

期（当期）純利益金額
（円） － － －

自己資本比率 （％） 45.2 34.6 32.7

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高は、消費税等を含んでおりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、１株当たり四半期（当期）純損失金額で

あり、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２【事業の内容】

　当第１四半期連結累計期間において、当社グループ（当社および当社の関係会社）が営む事業の内容について、重

要な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第１四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載

した事業等のリスクについての重要な変更はありません。

重要事象等

当社グループは、前連結会計年度末における当期純損失の計上に加え、「退職給付に関する会計基準（企業会計基

準第26号 平成24年5月17日）」の適用による未認識の退職給付債務を連結財務諸表に反映した結果、シンジケーショ

ン方式によるコミットメントライン契約に付されている財務制限条項に抵触することが判明いたしましたため、平成

26年3月に、全てのコミットメントライン契約締結銀行と協議を行い、当該全ての銀行から期限の利益喪失適用免除

について了承を得ております。

当該状況より、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような状況が存在しておりますが、「３ 財政状態、経

営成績及びキャッシュ・フローの状況分析」に記載の通り、既に当該重要事象等を解消するための対応策を実施して

いるとともに、今後の主要取引銀行の支援体制も十分確保できていることから、継続企業の前提に関する重要な不確

実性は認められないと判断しております。

２【経営上の重要な契約等】

　当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

（1）業績の状況

 当第１四半期連結累計期間におけるわが国経済は、政府・日本銀行の経済対策及び金融政策を背景に緩やか

な回復基調が続きました。しかしながら、消費税率引上げに伴う駆け込み需要の反動により個人消費が落ち込

み、また、民間設備投資の伸びの鈍化や企業の景況感の小幅な悪化も見られ、さらには海外景気の減速やエネ

ルギーコストの上昇等の懸念要因もあり、先行き不透明な状況が続いております。

　このような事業環境の下、当社グループの当第１四半期連結累計期間における売上高は、前年度上半期の低

水準な受注高を反映し5,051百万円と前年同四半期に比べ39.4％の減少となりました。損益面におきまして

は、固定費の削減に取り組んだ結果、見積設計費、人件費、研究開発費等の販売費及び一般管理費は減少いた

しましたが、売上高の減少により売上総利益が低水準であったため、当第１四半期連結累計期間における営業

損失は172百万円（前年同四半期は537百万円の損失）、経常損失は139百万円（前年同四半期は495百万円の損

失）、四半期純損失は98百万円（前年同四半期は391百万円の損失）となりました。

　なお、当社グループでは、売上高が上半期に比べ下半期に、また、第２四半期連結会計期間末及び連結会計

年度末に偏る傾向があります。

　セグメントの業績は次のとおりであります。

　エンジニアリング事業については、売上高2,588百万円（前年同四半期比54.4％減少）、経常損失361百万円

（前年同四半期は662百万円の損失）となりました。

　単体機械事業については、売上高2,462百万円（前年同四半期比7.6％減少）、経常利益222百万円（前年同

四半期比33.2％増加）となりました。

（2）事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第１四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

（3）研究開発活動

　当第１四半期連結累計期間における当社グループの研究開発活動の金額は、10百万円であります。

　なお、当第１四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありませ

ん。
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(4）事業等のリスクに記載した重要な事象等についての検討内容及び解消、改善するための対応策

当社グループは、前連結会計年度末における当期純損失の計上に加え、「退職給付に関する会計基準（企業

会計基準第26号 平成24年5月17日）」の適用による未認識の退職給付債務を連結財務諸表に反映した結果、シ

ンジケーション方式によるコミットメントライン契約に付されている財務制限条項に抵触することが判明いた

しましたため、平成26年3月に、全てのコミットメントライン契約締結銀行と協議を行い、当該全ての銀行か

ら期限の利益喪失適用免除について了承を得ております。当該状況より、継続企業の前提に重要な疑義を生じ

させるような状況が存在しておりますが、このような状況を早期に解消すべく、当社グループは以下の三つの

骨子をもとに対応策を実施しております。

1）事業構造改革による固定費及び諸経費の削減

当社はこれまでに多岐にわたる固定費の削減を行ってまいりましたが、今後の安定的な事業基盤の確立

のためには、抜本的な固定費削減が必要な状況であることに鑑み、前期末に、定年後再雇用嘱託従業員を

対象とした人員削減を実施しました。今後、収益規模に見合った人員体制の下、さらなるコスト改善及び

諸経費削減に努めてまいります。

2）重点分野への経営資源の集中

当社グループの中長期的な受注・売上の成長をはかるため、水素、バイオガス、船舶に係る海洋環境規

制の３つを今後の重点分野と位置付け、経営資源を集中してまいります。水素につきましては、今後普及

が期待される燃料電池自動車に関連して政府が全国的な整備を計画している水素ステーション建設のコス

ト競争力を強化し、積極的な営業活動を展開してまいります。バイオガスにつきましては、汚泥再生処

理、熱可溶化をはじめとするバイオマスエネルギー関連装置等の新製品・新技術開発と市場投入に努めて

まいります。船舶に係る海洋環境規制につきましては、今後、IMO（国際海事機関）により船舶のバラスト

水並びに船舶から排出されるNOx（窒素酸化物）及びSOx（硫黄酸化物）の規制が順次開始・強化されるこ

とに伴い、需要が期待されるバラスト水処理装置及び排ガス洗浄システムの製品開発と市場投入を進めて

まいります。

3）経営管理の高度化

当社グループ全体の月次モニタリング体制の再構築を行い、損益管理及び前期の業績悪化要因であるエ

ンジニアリング事業を中心とした受注、見積、設計、施工等の業務プロセス管理をさらに強化し、各種経

営リスクを早期に把握し対処することにより、各事業の採算重視の一層の徹底と利益体質の強化に努めて

まいります。

以上のような対応策を進めるとともに、今後の主要取引銀行の支援体制も十分確保できていることから、継

続企業の前提に関する重要な不確実性は認められないと判断しております。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 160,000,000

計 160,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成26年６月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成26年８月８日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 79,139,500 79,139,500
東京証券取引所

（市場第一部）

単元株式数

1,000株

計 79,139,500 79,139,500 －  －

 

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

（４）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金増
減額
（百万円）

資本準備金残
高（百万円）

平成26年４月１日～

平成26年６月30日
－ 79,139,500 － 3,956 － 4,202

 

（６）【大株主の状況】

　当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（７）【議決権の状況】

　当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、

記載することができないことから、直前の基準日（平成26年３月31日）に基づく株主名簿による記載をしてお

ります。

①【発行済株式】

平成26年３月31日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式　　　77,000 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式　78,876,000 78,876 －

単元未満株式 普通株式　　 186,500 － －

発行済株式総数 79,139,500 － －

総株主の議決権 － 78,876 －

　（注）「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が、1,000株（議決権の数1個）含まれて

おります。

②【自己株式等】

平成26年３月31日現在
 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

三菱化工機株式会社
川崎市川崎区大川町２番

１号
77,000 － 77,000 0.10

計 － 77,000 － 77,000 0.10

 

２【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について
　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について
　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間（平成26年４月１日から平

成26年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成26年４月１日から平成26年６月30日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：百万円）

 
前連結会計年度
(平成26年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成26年６月30日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 8,554 7,120

受取手形及び売掛金 14,201 11,994

製品 695 680

仕掛品 1,689 2,363

材料貯蔵品 714 753

その他 1,398 1,354

貸倒引当金 △3 △3

流動資産合計 27,250 24,263

固定資産   

有形固定資産 5,230 5,141

無形固定資産 324 311

投資その他の資産   

投資有価証券 8,420 8,942

その他 192 183

貸倒引当金 △6 △7

投資その他の資産合計 8,606 9,118

固定資産合計 14,161 14,571

資産合計 41,411 38,834

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 7,612 6,312

短期借入金 8,000 6,000

未払法人税等 22 5

前受金 332 629

賞与引当金 382 612

完成工事補償引当金 331 276

受注工事損失引当金 － 0

その他 848 766

流動負債合計 17,529 14,602

固定負債   

長期借入金 1,727 1,727

役員退職慰労引当金 254 180

ＰＣＢ処理引当金 20 17

退職給付に係る負債 7,089 7,407

その他 1,246 1,453

固定負債合計 10,336 10,786

負債合計 27,866 25,388
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  （単位：百万円）

 
前連結会計年度
(平成26年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成26年６月30日)

純資産の部   

株主資本   

資本金 3,956 3,956

資本剰余金 4,202 4,202

利益剰余金 5,096 4,551

自己株式 △17 △17

株主資本合計 13,239 12,693

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 2,522 2,860

為替換算調整勘定 △144 △128

退職給付に係る調整累計額 △2,072 △1,979

その他の包括利益累計額合計 306 752

純資産合計 13,545 13,445

負債純資産合計 41,411 38,834
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

  （単位：百万円）

 
前第１四半期連結累計期間
(自　平成25年４月１日
　至　平成25年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成26年４月１日
　至　平成26年６月30日)

売上高 ※ 8,337 ※ 5,051

売上原価 7,484 4,038

売上総利益 852 1,012

販売費及び一般管理費 1,389 1,185

営業損失（△） △537 △172

営業外収益   

受取利息 1 0

受取配当金 75 88

その他 11 7

営業外収益合計 89 96

営業外費用   

支払利息 23 29

為替差損 10 20

その他 12 13

営業外費用合計 47 63

経常損失（△） △495 △139

税金等調整前四半期純損失（△） △495 △139

法人税、住民税及び事業税 6 9

法人税等調整額 △110 △50

法人税等合計 △104 △40

少数株主損益調整前四半期純損失（△） △391 △98

少数株主利益 － －

四半期純損失（△） △391 △98
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【四半期連結包括利益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

  （単位：百万円）

 
前第１四半期連結累計期間
(自　平成25年４月１日
　至　平成25年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成26年４月１日
　至　平成26年６月30日)

少数株主損益調整前四半期純損失（△） △391 △98

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 22 337

為替換算調整勘定 81 15

退職給付に係る調整額 － 92

その他の包括利益合計 103 445

四半期包括利益 △287 347

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 △287 347

少数株主に係る四半期包括利益 － －
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【注記事項】

（会計方針の変更）

（退職給付に関する会計基準等の適用）

「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第26号　平成24年５月17日。以下「退職給付会計基準」とい

う。）及び「退職給付に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第25号　平成24年５月17日。以下

「退職給付適用指針」という。）を、退職給付会計基準第35項本文及び退職給付適用指針第67項本文に掲げられ

た定めについて当第１四半期連結会計期間より適用し、退職給付債務及び勤務費用の計算方法を見直し、退職給

付見込額の割引率の決定方法を従業員の平均残存勤務期間に近似した年数に基づく割引率から、退職給付の支払

見込期間および支払見込期間ごとの金額を反映した単一の加重平均割引率を使用する方法へ変更しました。

退職給付会計基準等の適用については、退職給付会計基準第37項に定める経過的な取扱いに従って、当第１四

半期連結会計期間の期首において、退職給付債務及び勤務費用の計算方法の変更に伴う影響額を利益剰余金に加

減しております。

この結果、当第１四半期連結会計期間の期首の退職給付に係る負債が447百万円増加し、利益剰余金が同額減

少しております。なお、当第１四半期連結累計期間の損益に与える影響は軽微であります。

（四半期連結貸借対照表関係）

当社は、運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行７行とコミットメントライン契約を締結しております。

これら契約に基づく借入未実行残高は次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（平成26年３月31日）
当第１四半期連結会計期間
（平成26年６月30日）

貸出コミットメントの総額 10,000百万円 10,000百万円

借入実行残高 8,000 6,000

差引額 2,000 4,000

 

（四半期連結損益計算書関係）

前第１四半期連結累計期間（自 平成25年４月１日 至 平成25年６月30日）及び当第１四半期連結累計期間

（自 平成26年４月１日 至 平成26年６月30日）

※　当社グループの売上高は、上半期に比べ下半期に完成する工事の割合が大きく、また、第２四半期連結会

計期間末及び連結会計年度末に集中する傾向にあるため、年間売上高に占める第１四半期連結会計期間の売

上高は小さくなっております。

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四

半期連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）は次のとおりでありま

す。

 
前第１四半期連結累計期間
（自 平成25年４月１日
至 平成25年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自 平成26年４月１日
至 平成26年６月30日）

減価償却費 182百万円 143百万円
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第１四半期連結累計期間（自　平成25年４月１日　至　平成25年６月30日）

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

   （単位：百万円）

 報告セグメント
合計

 エンジニアリング事業 単体機械事業

売上高    

(1）外部顧客に対する売上高 5,672 2,664 8,337

(2）セグメント間の内部売上高

又は振替高
－ － －

計 5,672 2,664 8,337

セグメント利益（△は損失）

（経常利益（△は損失））
△662 166 △495

 

Ⅱ　当第１四半期連結累計期間（自　平成26年４月１日　至　平成26年６月30日）

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

   （単位：百万円）

 報告セグメント
合計

 エンジニアリング事業 単体機械事業

売上高    

(1）外部顧客に対する売上高 2,588 2,462 5,051

(2）セグメント間の内部売上高

又は振替高
－ － －

計 2,588 2,462 5,051

セグメント利益（△は損失）

（経常利益（△は損失））
△361 222 △139
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（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純損失金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第１四半期連結累計期間
（自　平成25年４月１日
至　平成25年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成26年４月１日
至　平成26年６月30日）

１株当たり四半期純損失金額（△） △4円95銭 △1円25銭

（算定上の基礎）   

四半期純損失金額（△）（百万円） △391 △98

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る四半期純損失金額（△）（百万

円）
△391 △98

普通株式の期中平均株式数（千株） 79,062 79,062

（注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、１株当たり四半期純損失金額であり、また、潜在株式

が存在しないため記載しておりません。

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  
 

平成26年８月８日

三菱化工機株式会社

取締役会　御中

 

新日本有限責任監査法人

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 田村　保広　　印

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 矢田堀　浩明　印

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 阿部　正典　　印

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている三菱化工機株式

会社の平成26年４月１日から平成27年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平成26年４月１日から平

成26年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成26年４月１日から平成26年６月30日まで）に係る四半期連結財

務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期

レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、三菱化工機株式会社及び連結子会社の平成26年６月30日現在の財政状

態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重

要な点において認められなかった。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

 

　（注）１　上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２　ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれておりません。
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